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１．はじめに
　小学校の学習指導要領は，昭和22年に「教育課程，
教科内容及びその取扱い」の基準として刊行されて
以来，昭和26年，33年，43年，52年，平成元年，10
年，20年と計８回改定されており１），平成30年には
９回目の改定を控えている。昭和33年に学習指導要
領は告示化され，小学校学習指導要領は全国の小学
校で共通の教育を行うための，国が定めた法的な教
育課程の基準とされた。教育内容については昭和22
年の小学校学習指導要領で，国語，算数，理科，社
会，図画工作，音楽，体育，家庭の各教科が設けら
れ，昭和43年には上記の各教科に加え，道徳，特別
活動の３領域から構成される現在の教育課程の原型
が作られた。この戦後の小学校教育の変遷の過程で
は，昭和20年代の経験主義教育への批判から昭和30
年代の系統主義教育への転換が図られ，それ以降，
学校教育においては知識詰め込み的特色をもった教
育方針が主流となっていった。その流れの中，昭和
30年代から低学年の社会科と理科の学習指導に新た
な課題が指摘されるようになり，約30年の長きに渡
る議論を経て，平成元年の学習指導要領改定により
小学校１・２年生に「生活科」が新設されることに
なった。さらに，平成10年の学習指導要領の改定で
は小学校３～６年生に「総合的な学習の時間」が設
定され，各教科などを横断的・総合的に学習するた
めの教育や児童の主体的な学びを重視する新しい学
力観に基づく教育が小学校６年間を通して実施され
るようになった。
　平成元年前までの小学校教育においては長年，教
師が教え，児童が知識・技能を習得するという知識
偏重の能力主義的教育が中心であったが，生活科や
総合的な学習の時間の導入により児童が主体的に学
ぶ体験学習・問題解決学習が取り入れられ，教育方
法の面でも変化をもたらしてきた。本稿では，平成
元年の小学校学習指導要領の改定から平成20年の改
定までの変遷を踏まえて，生活科や総合的な学習の
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時間の設置された意図や，これらはどのような教育
方法的工夫がなされたのかを分析し，平成元年から
平成28年までに文部科学省が教育現場に指導してき
た内容や施策と合わせて，今後の小学校教育におい
て６年間で児童に育成しようとする力とは何かを明
らかにすることを本研究の目的とする。
２．平成元年から平成20年の小学校学習指導要領の
改定の変遷
１）平成元年学習指導要領の改定：「生活科」の新設
　生活科新設の経緯については，平成元年文部省の
『小学校指導書 生活編』２）にまとめられている。昭
和42年10月の教育課程審議会答申では「低学年社会
科については，具体性に欠け，教師の説明を中心と
した学習に流れやすい内容の取り扱いについて検討
し，発達段階に即して効果的な指導ができるように
すること，また低学年理科については，児童が自ら
身近な事物や現象に働き掛けることを尊重し，経験
を豊富にするように内容を改善すること」とし，こ
の答申を受けて昭和43年改定の小学校学習指導要
領では「日常生活に必要な基本的な知識や技能を習
得させ，自然，社会および文化についての基礎的理
解に導くこと」として低学年の社会科と理科の改善
が図られた。昭和46年６月の中教審答申では「初等
教育の段階においては，国語と算数を重視するとと
もに，特に低学年では，生活及び学習の基本的な態
度・能力を育てることが大事であるから，従来の教
科区分にとらわれず，総合的な学習が可能な教育課
程の再検討が必要である」とされ，社会科と理科の
内容を中心とした新教科の検討を開始することとな
る。文部省は昭和51年には小学校低学年の総合学習
に関する研究開発学校を委嘱したり，新教科の協力
者会議を設けるなど，新教科の構築に向けた研究を
進めたが，直ちに教科の編成を変えることはなお試
行の積み重ねが必要と結論づけられ，昭和52年の小
学校学習指導要領の改定では新教科の設置は見送ら
れた。同時にこの昭和51年12月の中教審答申３）では，
「人間性豊かな児童生徒を育てること」として「学
校教育が児童生徒の知・徳・体の調和のとれた発達
を目指」すこと，「ゆとりある充実した学校生活が
送れるようにすること」，「国民として必要とされる
基礎的・基本的な内容を重視するとともに児童生徒
の個性や能力に応じた教育が行われるようにするこ
と」という３つのねらいを達成することが掲げられ，
ゆとり路線の方針が示されるとともに，知・徳・体
の調和のとれた育成や個人差に応じた教育といった
現在の教育にも通じる概念が示されることになる。
昭和52年の小学校学習指導要領の改定では，ゆとり
路線の中で教育内容の精選と授業時数の大幅削減を
実施した４）。
　生活科についてはその後，合科的な指導を推進す
るために教育課程研究指定校を全国的に委嘱し実践
的な研究に取り組む中，昭和61年４月の臨時教育審
議会答申では「小学校低学年の教科の構成について
は，読・書・算の基礎の修得を重視するとともに，
社会・理科などを中心として，教科の総合化を進め，
児童の具体的な活動・体験を通じて総合的に指導す
ることができるよう検討する必要がある」とされ，
昭和62年12月の教育課程審議会答申では，児童の発
達上の特徴や社会の変化に主体的に対応できる能力
の育成等の観点から生活科の設置が答申された。文
部省はこの答申を受けて平成元年３月の小学校学習
指導要領の告示により，小学校１・２年生の社会と
理科を廃止し，それに代わる教科として生活科を新
設した。この改定においては，生涯学習の基盤を培
い，21世紀を目指し社会の変化に自ら対応できる心
豊かな人間，たくましく生きる人間の育成を図るこ
とをねらいとし，幼稚園教育や中学校教育との関連
を緊密にすること，小学校段階において確実に身に
付けさせるべき基礎的・基本的な内容を児童一人一
人に確実に身につけさせるようにするための個に応
じた指導などの改善を図ることが示された。
２）平成10年の学習指導要領の改定：「総合的な学
習の時間」の新設
　平成８年７月の中教審第一次答申５）では，「21世
紀を展望し，［ゆとり］の中で［生きる力］をはぐ
くむことを重視する」ことが提言された。この［生
きる力］は，「いかに社会が変化しようとも，自分
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で課題を見つけ，自ら学び，自ら考え，主体的に判
断し，行動し，よりよく問題を解決する資質や能力」
「自らを律しつつ，他人とともに協調し，他人を思
いやる心や感動する心など，豊かな人間性」「たく
ましく生きるための健康や体力」を重要な要素とし
て挙げ，ゆとりの中で生きる力を育む観点から，完
全学校週５日制の導入と教育内容の厳選化が必要と
された。この答申を受けて平成10年12月に小学校学
習指導要領６）は全面改定され，各学校が地域や児
童の実態等に応じて，横断的・総合的な学習や児童
の興味・関心に基づく学習など創意工夫を生かした
教育活動を行う時間として「総合的な学習の時間」
を３年生以上の各学年に設置し，平成14年４月から
施行されることになった。
　長南７）は，この学習指導要領は週５日制という
ゆとり教育の方針の中で，「総合的な学習の時間」
は詰込み主義といわれる知識偏重の教育から思考力
を重視した教育への転換をする象徴的な科目となっ
たが，週５日制と教育内容の厳選による小学校の理
科の時間と内容の３割削減にみられるように，小学
校の学習内容の削減と中学校への先送りによる教育
内容の減少を指摘している。具体的には，平成10年
の小学校学習指導要領の改定により理科の時間数は
420時間から350時間となり，全体で70時間も削減さ
れていること，1950～1970年代の理科の時間数が
628時間も充てられていたことを考えれば，６割弱
の時間数しか確保できていないことになり，この時
間数と授業内容の削減が子どもの学力低下の増大を
生み出す要因となったと述べている。
３）平成15年の学習指導要領の施行：「PISAショッ
ク」から「脱ゆとり教育」へ
　昭和51年の中教審答申で示された「ゆとり教育」
路線は，平成14年には完全学校週５日制が定着し，
制度として結実したが，その頃から子どもの学力
低下問題が指摘されるようになる。その象徴とな
るのが，全世界的な学力調査であるPISAの順位が
急落した2003年の「PISAショック」である。PISA
（Programme for International Student Assessment）
とは，2000年から３年おきに経済協力開発機構
（OECD）が実施している国際学習到達度調査のこと
で，「読解リテラシー」「数学リテラシー」「科学的
リテラシー」の３分野の学力を測定するものである。
この調査は，教科で学んだ内容の理解度を調べるも
のではなく，それらの知識や技能が社会に出てから
の問題解決にどれだけ役立つかを調べるテストであ
る。2000年の調査８）では，全参加国中，日本は読
解リテラシーが８位，数学的リテラシーが１位，科
学的リテラシーが２位であったが，2003年の調査 ９）
ではそれぞれ14位，６位，２位に，2006年の調査10）
では15位，10位，６位と年々低迷していくことにな
る。このPISAの結果は，ゆとり教育が学力低下の
一因になったというマスコミや政治家からの強い批
判をもたらし，文部科学省も「脱ゆとり教育」の方
針に転換せざるを得ない状況になる。
　高橋11）は，平成12年以降，この子どもの学力低
下問題を発端に政界・財界からの教育要求が教育政
策に取り込まれるようになり，一段と強い形で教育
改革が進められたことを指摘している。その傾向は，
平成12年３月に小渕恵三内閣総理大臣のもとに発足
した「教育改革国民会議」が森喜朗に引き継がれ，
同年12月の「教育を変える17の提案」の報告書にも
顕著に見られる。また平成13年１月の「21世紀教育
新生プラン」では７つの重点戦略が掲げられ，戦略
の一番目に「わかる授業で基礎学力の向上を図りま
す」と宣言し，学力低下に対して「基礎・基本の習
得」をめざす改善策が示された。さらに平成14年４
月の学習指導要領の全面実施の前には，同年１月に
遠山敦子文部科学大臣が「確かな学力向上のための
2002アピール『学びのすすめ』」を発表し，「新しい
学習指導要領は，基礎・基本を確実に身に付け，そ
れを基に，自分で課題を見付け，自ら学び，自ら考
え，主体的に判断し，行動し，よりよく問題を解決
する能力や，豊かな人間性，健康と体力などの『生
きる力』を育成することを基本的なねらいとしてい
ます」と述べ，「基礎・基本の習得」を意味する「確
かな学力」という新しい教育概念を登場させた。
　平成15年10月の中教審答申12）では，「生きる力」
の育成を踏襲しながらも，「生きる力」は「確かな
学力」「豊かな人間性」「健康・体力」の３つの要素
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から成立すると説明し，この中教審答申を受けて平
成15年12月に学習指導要領の一部が改正された。こ
こでは，平成８年の中教審答申で述べられていた「生
きる力」の３要素である「問題解決能力」「豊かな
人間性」「健康や体力」を，「確かな学力」「豊かな
人間性」「健康や体力」に言い替え，確かな学力に
ついては「知識や技能はもちろんのこと，これに加
えて，学ぶ意欲や自分で課題を見付け，自ら学び，
主体的な判断し，行動し，よりよく問題を解決する
資質や能力等まで含めたもの」と定義づけ，生きる
力を知識技能と学ぶ意欲や態度，さらに問題解決能
力をも含む概念として位置づけた。
　平成17年10月の中教審答申13）では，義務教育の
あり方が議論され，改革，混迷，国際競争の時代だ
からこそ，一人一人の国民の人格形成と国家・社会
の形成者の育成を担う義務教育の役割は重く，国は
義務教育の根幹（１．機会均等，２．水準確保，３．
無償制）を保障し，国家・社会の存在基盤が揺らぐ
ことのないようにすることを義務教育の目的や理念
とし，それを実行するための義務教育の構造改革と
して「国の責任によるインプット（目標設定とその
実現のための基盤整備）を土台にして，プロセス（実
施過程）は市町村や学校が担い，アウトカム（教育
の結果）を国の責任で検証し，質を保証する教育シ
ステムへの転換」を図ること，そのために，学習到
達度・理解度の把握のための全国的な学力調査の実
施を行うことが適当とした。これを受け，義務教育
の機会均等と教育水準の維持向上の観点から，平成
19年度以降，小学校６年生と中学校３年生を対象と
した「全国学力・学習状況調査」14）が毎年実施され
るようになる。この調査は，全国的な児童生徒の学
力や学習状況を把握・分析し，教育施策の成果と課
題を検証し，改善するために行なわれた。平成19年
度以降，平成22～24年度を除き悉皆調査で行なわれ
たものである。調査結果は，国全体，各都道府県，
地域の規模等の各々の単位で調査結果を公表し，教
育委員会及び学校にその調査結果を提供した。学力
調査の内容は，国語と算数・数学の２教科について
行い，主として「知識」に関する問題と「活用」に
関する問題の2種類が実施され，加えて児童の生活
習慣や学校環境に関する調査も合わせて実施され
た。ここでは子どもの教科や学習環境に関する結果
と，それらをクロス分析した結果や過去の結果との
比較，都道府県別の平均回答率などを公表し，また
平成26年からは市町村教育委員会の判断で学校別結
果の公表を可能とした。このように平成19年度以降，
義務教育では学校や教員に対して児童の学力調査を
行い，その結果を公表することで子どもの学力を向
上させるプレッシャーを教員・学校・教育委員会に
与え，教育の質向上につながるような教育を行うシ
ステムが構築されることになった。
４）平成20年の学習指導要領の改定：「確かな学力」
と「問題解決能力」による「生きる力」の育成
　平成15年の中教審答申では，生きる力をはぐく
むという新学習指導要領のねらいの重要性を確認
しつつ，生きる力を知の側面から捉え，「確かな学
力」の育成に係る具体的な方策を提言した。平成20
年の学習指導要領の改定15）でも「生きる力」を育
むという理念は引き継ぎながらも確かな学力の確立
が教育の柱とされ，小学校教育における「外国語活
動」の新設や各教科の学習内容や授業時数が増加す
る中，「総合的な学習の時間」の重要性は確認され
つつも，授業時数は大幅に削減されることになっ
た。平成20年の学習指導要領では，「生きる力」は
OECDのPISA調査で測定する「キーコンピテンシー」
であるとし，これからの知識基盤社会を担う子ども
たちに必要な主要能力こそ「生きる力」であり，ま
たあらゆる学習の基盤となるのは「言語力」で，各
教科で論述や言語力の育成を重視する方針が示さ
れ，平成23年４月から小学校で全面実施された。
　このように平成19年度以降，児童の全国学力調査
やPISA調査の結果を分析し，子どもたちの弱点は
何か，成果や課題を次の指導に活かすことにより，
国や教育委員会を通じて各学校にフィードバックす
る体制を整えた。それにより，平成21年のPISA調
査16）では順位も得点も大幅に向上し，平成24年の
PISA調査17）ではさらに順位が向上し，日本はすべ
ての分野でトップまたはトップに近く，問題解決能
力においてはレベル4以下（成績中位・下位層）の
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成績が他国の同レベルよりも20ポイントも高いとい
う結果を出した。この要因について，OECDは教科
と総合的な学習の時間のクロスカリキュラムと平成
19年からの実社会での知識や活用力に焦点をあてた
全国学力テストの実施など，教科を通した学力の定
着と総合的な学習の時間，学力テストの３つの組み
合わせが学力向上につながったと結論づけた。
　これらの変遷の過程において平成15年12月の学習
指導要領の一部改正は，平成８年７月の中教審答申
の「生きる力」の継続路線ではありつつも，その内
容の変化が指摘されている。布村18）は，平成８年
の中教審答申は昭和52年の学習指導要領改定時に主
要な教育目的とされた「知・徳・体」の育成という
教育目標と重なるとしながらも，平成８年の「生き
る力」では，「問題解決能力」だけでなく「豊かな
人間性」もアピールしていたが，学力低下問題の指
摘の中でゆとり教育と生きる力が批判されるように
なり，平成15年の答申においては生きる力の説明に
一度も使用されたことのない「確かな学力」という
言葉を登場させたことを指摘している。また松本19）
は，「平成８年の答申の『生きる力』の詳細にわた
る説明文は，知識注入型のいわゆる詰め込み授業の
対極にある子どもたちの学習の姿として総合的な学
習を念頭において書かれた」が，総合的な問題解決
のための資質や能力を定義していた内容が，知識や
技能の習得を前提とした「確かな学力」に入れ替え
られたこと，平成20年１月の中教審答申では「知識
基盤社会」という新たなキーワードを加えながら平
成15年答申の流れを踏襲し，「『生きる力』という言
葉の幅の広さをうまく使いながらこれを当初使われ
た意味から変質させ，ゆとり路線から確かな学力路
線へと，現行学習指導要領実施直後から方向転換し
た」ことを指摘している。
３．「生活科」の教育方法の特徴
　平成元年学習指導要領改定により教科となった生
活科は，子どもの発達上の視点や幼小接続の観点か
ら新設されたものであり，幼児教育から小学校教育
へのスムーズな移行と小学校での生活や学習への適
応を意図し，具体的な活動を通して児童に主体的に
知識や技能を身につけさせ，社会科や理科の内容を
知識として理解するだけでなく，より体験を重視し
ながら子どもの思考力や表現力を伸ばすことに主眼
を置くために設置された。平成４年から生活科が完
全施行されてかなり経過したが，小学校での実施状
況から生活科の教育方法上の変化と特徴を以下に挙
げることとする。
１）平成元年学習指導要領の生活科の教育方法
　昭和62年12月の中教審答申20）の中では，生活科
の趣旨は，低学年児童には具体的な活動を通して思
考するという発達上の特徴がみられるため，直接体
験を重視した学習活動を展開し意欲的に学習や生活
をさせるようにすること，児童を取り巻く社会環境
や自然環境に対して生活するという立場からそれに
関心をもち，自分自身や自分の生活について考えさ
せるとともに，その過程から生活上必要な習慣や技
能を身に付けさせ，自立への基礎を養うことをねら
いとするとしている。それゆえ，生活科の目標は，「具
体的な活動や体験を通して，自分と身近な社会や自
然とのかかわりに関心をもち，自分自身や自分の生
活について考えさせるとともに，その過程において
生活上必要な習慣や技能を身に付けさせ，自立への
基礎を養う」こととし，教育方法の点では，学習の
場は，児童の生活圏である学校や家庭，近隣の地域
とし，社会や自然とのかかわりが実際にできるよう
にすること，生活上必要な習慣や技能を子どもが身
に付け，自分自身の成長にも気づくこと，見る，調
べる，作る，探す，育てる，遊ぶなどの具体的な活
動を児童が行ったり，それを言葉，絵，動作，劇化
などにより表現することを取り上げるとされた。ま
た，生活科の評価の観点は，身近な環境や自分自身
に関心をもち，進んでそれらとかかわり，楽しく学
習や生活をしようとする「生活への関心・意欲・態
度」，具体的な活動や体験について，自分なりに考
えたり，工夫したりして，それをすなおに表現する
「活動や体験についての思考・表現」，具体的な活動
や体験をしながら，自分と身近な社会や自然とのか
かわり及び自分自身のよさなどに気付く「身近な環
境や自分についての気づき」の３つの観点から評価
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するとした。平成４年度には生活科の教科書が作成
されたが，平成元年の学習指導要領では内容が各学
年別に示されていたため，平成４年度版の教科書で
は１・２年生別々で教科書が作られた。
２）平成10年学習指導要領の生活科の教育方法
　平成10年７月の中教審答申21）で新たに改善され
た箇所は，１つは１・２学年に分けて示している内
容を地域や児童の実態に応じて弾力的な指導ができ
るように２学年まとめて示すこと，２つは２年間で
行うことになっている12の内容を，学校と生活，家
庭と生活，地域と生活，公共物や公共施設の利用，
季節の変化と生活，自然や物を使った遊び，動植物
の飼育・栽培，自分の成長の８つの内容で構成する
こと，３つは公園や乗り物や駅といった具体的な公
共施設名を削除し，地域にある自然や施設を活用し
て児童の実態に応じた様々な活動や体験が展開でき
るようにすること，４つは児童が身近な幼児や高齢
者，障害のある児童生徒などの多様な人々と触れ合
うことができるように配慮すること，５つは「総合
的な学習の時間」との関連に配慮し，児童が一層自
分の思いや願いを生かし，主体的な活動することが
できるようにするため，国語，音楽，図画工作など
をはじめとした他教科等との合科的・関連的な指導
を一層推進することである。そのため生活科の教育
目標は「自分と身近な人々，社会及び自然とのかか
わりに関心をもつ」として「身近な人々」という文
言が新たに加えられ，「総合的な学習の時間」との
関連から生活科の活動や体験の中から児童が生み出
す気づきを知的なものとして捉え，それを大切にす
る指導を行うこと，教科書は２年間を通じて上巻・
下巻の2冊を使うこととなった。
３）平成20年学習指導要領の生活科の教育方法
　平成20年１月の中教審答申22）では，生活科の課
題として以下の５点が挙げられた。１つは学習活動
が体験だけに終わっていたり，気づきを質的に高め
る指導が十分に行なわれていないこと，２つは表現
の出来映えのみを目指す学習活動が行われる傾向が
あり，思考と表現の一体化という低学年の特質を生
かした指導が行われていないこと，３つは児童の知
的好奇心を高め，科学的な見方・考え方の基礎を養
うための指導の充実を図ること，４つに児童の生活
の安全・安心の懸念，生命の尊さや自然事象につい
ての体験的な学習の重視，５つに新１年生が小学校
生活への適応を図るために幼児教育と小学校教育と
の具体的な連携を図ることである。これらを受け，
幼児教育との接続の観点から，第１学年入学当初の
カリキュラムをスタートカリキュラムとして，学び
の気づきの明確化と気づきの質を高める学習の充
実，伝え合い交流する活動の充実，自然の不思議さ
や面白さを実感する指導の充実，安全教育や生命に
関する教育の充実の５点を内容の改善とした。そ
の改善を反映した平成27年度版の生活科の教科書23）
では，小学校入学時に「すたあとぶっく」という単
元名で生活科３時間，他教科等９時間の計12時間の
時数で展開する内容が示されている。この単元の目
標は，生活科では「学校や施設，学校を支えている
人々や友達のことがわかり，楽しく安心して遊びや
生活ができるようにする」，国語では「自分が伝え
たいことを，みんなの前で，丁寧な言葉遣いで話す
ことができるようにする」，算数では「１から10ま
でのものの個数を数えることができるようにする」，
音楽では「音楽に合わせて体を動かしながら，友達
と遊ぶことができるようにする」，図画工作では「自
分の大好きなものや伝えたい出来事などを，クレヨ
ンで描くことができるようにする」，体育では「固
定遊具で遊んだり，簡単なゲームで遊んだりするこ
とができるようにする」，特別活動では「学級の友
達と仲良くし，学校生活に適応することができるよ
うにする」，これらを総合した全体目標では「学校
生活になれ，安心し，楽しく学習しようとする意欲
をもてるようにする」となっている。この小単元の
「がっこうのせいかつ」では，自分のロッカーやラ
ンドセルの置き方，持ち物の整理，トイレに行きた
い時の伝え方，傘の置き方や靴箱の使い方などを知
る，「たのしいがくしゅう」では，遊具遊びや鬼ごっ
こ（生活・体育），手遊び・指遊び・仲間集め遊び（生
活・音楽・算数），先生の読み聞かせを聞く（国語），
自分の名前を鉛筆で書いたり，好きなものをクレヨ
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ンで描いて名刺を作り，友達と自己紹介をする（生
活・国語・図工），「たのしいいちにち」では，体操
着の着替え方，保健室の使い方，給食や掃除の仕
方，避難の仕方など（特活）を行うなど，４月中は
合科的な授業の展開を行うことが教科書に示されて
いる。その次の単元「がっこうだいすき」では学校
や校庭を探検をしたり，通学路を歩いてルールやマ
ナーを守って行動する活動が展開されている。また
１年の５月頃からアサガオなどの植物を育てて観察
したり，９・10月には校庭の草むらで虫を捕まえた
り，公園で秋を見つけたり，集めた木の実や身のま
わりの材料を使っておもちゃなどを作ったりし，１
月には公園で冬を探したりするなどの理科分野の活
動と，１・２月には自分の家庭生活を振り返り，規
則正しく健康に気をつけて生活できているか，１年
生の終わりの３月には１年間を振り返り，自分の成
長に気付いたり，新しい１年生を招待するなどの社
会科分野の活動が展開されている。２年生になると，
４月に１年生を歓迎するための活動をしたり，４～
７月には春を探す，野菜を育てる，周囲の生きもの
を探したり育てたりする理科的活動が展開される。
また２年の１学期は，身近な地域に出かけるまちた
んけんが始まり，グループに分かれて調べたり，計
画したり，出かけたりする活動に取り組み，２学期
の10～11月には図書館などの身近な公共施設に出か
けたり，まちの人と仲良くなったり，その成果をグ
ループで話し合いまとめとして発表したり，まちの
人に伝えにいくなどの社会科的な活動に発展する。
３学期には，家族や友達に大きくなった自分のこと
をインタビューしたりまとめたりする中で自分の成
長に気づき，ありがとう発表会などを開きながら，
３年生になる意欲を持ち２年間の生活科の授業を終
了する内容が示されている。
４．「総合的な学習の時間」の教育方法の特徴
１）平成10年「総合的な学習の時間」の教育方法
　平成10年の学習指導要領の改定に先立ち，平成８
年７月の中教審答申では，21世紀を展望した我が国
の教育の在り方を考える際，子どもに「生きる力」
を育成することが重要であり，この力の育成のため
には横断的・合科的な指導を一層推進することが求
められるという考え方が示され，また小学校におい
ては３～６年生で「総合的な学習の時間」が新設さ
れた。この総合的な学習の時間については，平成10
年の小学校学習指導要領24）第１章総則の第３では，
「総合的な学習の時間については，各学校は，地域
や学校，児童の実態等に応じて，横断的・総合的な
学習や児童の興味・関心等に基づく学習など創意工
夫を生かした教育活動を行うものとする」とし，こ
の時間の目標は「（1）自ら課題を見つけ，自ら学び，
主体的に判断しよりよく問題を解決する資質や能力
を育てること，（2）学びやものの考え方を身に付け，
問題の解決や探求活動に主体・創造的に取り組む態
度を育て，自己の生き方を考えることができるよう
にすること」というねらいをもって指導するものと
している。また総合的な学習は教科ではなく，教科
書もないという特徴があるが，この授業の内容や方
法は，「国際理解，情報，環境，福祉・健康などの
横断的・総合的な課題，児童の興味・関心に基づく
課題，地域や学校の特色に応じた課題などについて，
学校の実態に応じた学習活動を行うもの」とし，配
慮事項として「５（1）自然体験やボランティア活
動などの社会体験，観察・実験，見学や調査，発表
や討論，ものづくりや生産活動など体験的な学習，
問題解決的な学習を積極的に取り入れること，（2）
グループ活動や異年齢集団による学習などの多様な
学習形態，地域の人々の協力も得つつ全教員が一体
となって指導に当たるなどの指導体制，地域の教材
や学習環境の積極的な活用などについて工夫するこ
と，（3）国際理解に関する学習の一環としての外
国語活動等を行うときは，学校の実態等に応じ，児
童が外国語に触れたり，外国の生活や文化などに慣
れ親しんだりするなど小学校段階にふさわしい体験
的な学習が行なわれるようにすること」とされてい
る。この総合的な学習の時間は児童が自ら学び，主
体的な判断する力の育成を主とすることから，平成
元年の生活科新設の流れを受け，生活科をさらに発
展させたような形での合科的な指導を行うものとし
て新設されたといえる。
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２）平成20年「総合的な学習の時間」の教育方法
　平成20年の学習指導要領25）の改定では，「小学校
学習指導要領解説総合的な学習の時間編」が作成さ
れた。この中では，「総合的な学習の時間は，変化
の激しい社会に対応して，自ら課題を見付け，自ら
学び，自ら考え，主体的に判断し，よりよく問題を
解決する資質や能力を育てることなどをねらいとす
ることから，思考力・判断力・表現力等が求められ
る『知識基盤社会』の時代においてますます重要な
役割を果たすものである」とし，生きる力の育成の
ための重要な学びであるとした。また平成14年から
の学習指導要領の全面実施を受け，「大きな成果を
上げている学校もあるが，一方，当初の趣旨・理念
が必ずしも十分に達成されていない状況もある」と
平成10年以降の全国での取り組みの課題点を挙げ，
「総合学習の時間において，補充学習のような専ら
特定の教科の知識・技能の習得を図る教育が行われ
たり，運動会の準備などと混同された実践が行われ
たりしている例も見られる」実態を踏まえ，総合的
な学習の時間におけるねらいや育てたい力を解説書
の中で示した。また小・中学校で行われている総合
的な学習の時間において小中で同様の学習活動を行
うなど，学校種間での取り組みの重複も見られるこ
とから，小学校では地域の人々の暮らし，伝統や文
化に関する学習活動を，中学校では職業や自己の将
来に関する学習活動などを例示した。また教育方法
上は，「探究的な学習としての充実」「体験活動と言
語活動の充実」が強調され，体験活動を重視しなが
ら，児童が探求的・問題解決的な活動をし，それを
言語により整理したり分析したりして考え，まとめ
たり表現したりして自分の考えを深める学習として
の言語活動を重視するとした。
　さらに平成22年11月『今，求められる力を高め
る総合的な学習の時間の展開』の指導資料26）では，
総合的な学習の時間の学習の際に重要なこととして
「探求的な学習」「協同的な学習」「体験活動の重視」
「言語活動の充実」「各教科との関連」の５つを挙げ，
探求的な学習における児童の学習の姿として，「課
題の設定」「情報の収集」「整理・分析」「まとめ・
表現」というステップを踏みながら，らせん状に繰
り返しこの４つの過程を行うことにより思考力・判
断力・表現力が育成されると示している。指導資料
にはこの４つの過程の展開方法が例示されており，
「課題の設定」では，体験活動や対象のあこがれか
ら課題を設定する，資料やグラフ，KJ法やウェビ
ングを使って課題を設定するなどの学習例を，「情
報の収集」では，アンケートやインタビュー，図書
館，インターネット，手紙や電話，実験や観察を通
して情報を収集する方法を，「整理・分析」では，カー
ドやグラフ，マップ，座標軸，図表，メリット・デ
メリット，ビフォー・アフター，ランキングなどの
方法で整理・分析する手法を，「まとめ・表現」で
は，振り返りカード，新聞やレポート，自己評価カー
ド，パンフレットやポスターなどでまとめ，表現し
たり，保護者や地域住民に報告したりする例を示し
ている。また学習課題のテーマについては，「①横
断的・総合的な課題」として，国際，情報，環境，
資源エネルギー，福祉，健康，食，科学技術などの
点から調べたり探求すること，「②児童の興味・関
心に基づく課題」では，キャリアやものづくり，生
命に関すること，「③地域や学校の特色に応じた課
題」では，町づくり，伝統文化，地域経済，防災な
どのテーマを学習課題・学習対象・学習事項の例と
して示している。これらの内容を参考に，担任教員
が学校や地域の特色を活かした学習内容を考案した
り各学校の教育課程に位置づけながら，児童の探究
心や問題解決能力，言語表現能力を高めていく活動
を展開することが求められる。
５．生活科と総合的な学習の時間による学びの変化
１）生活科の教育方法上の変遷と成果
　昭和30年代の小学校低学年における理科・社会科
の合科の議論は，当時の系統主義教育をより高める
ために小学校１・２年生では児童の発達に合わせた
教育を行うための教育内容や教育方法の検討が発端
であった。しかし，小学校低学年は身近な体験を通
して学ぶという発達上の特性を考慮すると，体験学
習や合科教育を主とした科目の設置が目指され，当
時の知識偏重主義批判とゆとり教育への流れの中，
系統主義とは真反対の生活科が新設された。生活科
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新設当初は，教師が児童を教え児童が知識を吸収す
る授業形態から，児童が体験を通して主体的に学ぶ
授業形態へという教育方法上の変更により，小学校
教員のとまどいや生活科に対する否定的な見解が少
なからずあったが，新しい学習指導要領の中で生活
科の活動内容例が示され，それらを実際に授業展開
する過程で教育現場でも生活科の意義が確認されて
いった。生活科の授業では，児童が学校を中心とし
た身近な環境の中で理科的・社会的な活動を体験し，
小学校生活への適応と自立的に生活する力の育成を
ねらいとする点が特徴であるが，他教科との差異は，
学習指導要領や教科書で教育内容や児童の単元活動
が大まかに決まっていても，それをどのように展開
するかは教員や各学校の力量にかかっており，例え
ばまちたんけんでは，児童は全国一律ではない周囲
の町や公共施設などの地域の特性を活かしたまちを
知るという学習上の特色のある教科となった。生活
科の出発点は幼小連携であったが，体験の中から児
童が発見し，知識の習得につなげるという生活科の
授業を通して，児童も身近な環境からリアルに興味
をもって社会や地域を知る機会になり，ひいては学
校教育に体験と知識を結びつける新たな教育方法を
持ち込むきっかけとなった。また平成10年，平成20
年の学習指導要領の改定では，体験して終わりでは
なく，体験の中から何を学んだかという児童の気づ
きを大事にし，文章に書いたり，人前で発表して伝
えたりという学習の自覚化を繰り返す中で児童の言
語表現能力の芽生えを養うことを重視しつつ，小学
３年生以降の「総合的な学習の時間」につながる科
目として位置づけられた。
２）総合的な学習の時間の教育方法上の変遷と成果
　平成10年の学習指導要領の改定時に導入された
「総合的な学習の時間」は，平成元年の生活科の導
入の連続性の中から導き出されたもので，児童の主
体性や考える力を伸ばすものとして意図されたもの
である。ただ，生活科や総合的な学習の時間が新設
された背景には，昭和50年代からの系統主義的知識
偏重の教育からゆとりある教育への移行，知識詰め
込み教育からの脱却としての体験的な学習という，
知識か体験かという二項対立の中から出てきたもの
である。しかし，ゆとり教育路線の中での授業時数
の減少による学力低下が懸念される中，PISA調査
などを通じて児童の学力低下が結果として表面化
し，文科省もゆとり教育路線の変更を余儀なくされ
る。しかし文科省は脱ゆとり教育といっても，以前
の知識詰め込み教育に戻す形にするのではなく，説
明を微妙に変質させ，知識の習得という基本と知識
を活用するという応用の両方の力を育てるための教
育を行うものとして「生きる力」を残し，キー概念
としたのである。その理由は，21世紀社会はコン
ピュータやAIの発達に伴い，知識の詰め込みだけで
は対応していけないこと，子どもはそれらを使いこ
なしたり創造したりする力が求められるのであり，
全世界で今後重視される活用力をどのように育成す
るかという教育方法論を提案することが文科省の課
題となったからである。ここで文科省は児童の学力
調査を通じて，活用力の問題は基礎知識を問う問題
が身についていなければ答えられないこと，教育現
場での基礎学力の定着とその基礎学力を活用するも
のとしての総合的な学習の時間の役割が明確化され
る中，基礎学力と思考力・応用力を併せ持つ概念と
して「生きる力」を踏襲し，知識基盤社会を生き抜
いていくために必要な力として位置づけたのであ
る。これは従来の知識偏重か問題解決能力の育成か
という二者択一ではなく，両者を関連づけながら育
成することを理解し，教師や学校は各教科や総合的
な学習の時間を通じて児童に生きる力を養うための
具体的な教育方法を模索し実践することが期待され
ていることを自覚する必要があるといえる。
６．おわりに
　平成元年の学習指導要領の改定から平成30年の改
定を目前にした現在までの小学校の教育課程の変遷
を踏まえ，新設された生活科や総合的な学習の時間
の教育の意義と目標，またねらいを達成するための
教育方法について検討した。生活科の新設から30年
弱になるが，この過程で生活科は幼児教育から小学
校教育へつなぐスタートカリキュラムとしての位置
づけを持つものになり，そこから小学校生活に慣れ，
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自立的生活ができる力を養い，理科・社会科に関す
る内容を体験の中から学び，次第に気づきや新たな
発見をする中で，言語活動や発表活動の中で学びや
習得を自覚化する科目，総合的な学習の時間につな
がる科目となった。また平成10年の総合的な学習の
時間の新設により，生活科で芽生えた気づきや発見
などを言語活動に結び付けていくという部分をさら
に深め強化し，課題の発見から探求，まとめと表現
へと展開していく活用力を高める学習として位置づ
けた。ここで着目すべきことは，文科省が示してい
る３つの方策，第一の義務教育の質の保証・向上の
ために児童すべての学力向上を教師や学校が担う責
任の明確化，第二の児童の生きる力となる基礎的知
識・技能の育成と，それらを活用する力・問題解決
能力の両者を関連付けた児童の学力の育成，第三の
児童の学力が身についているかを確認し，教育内容
や教育方法をフィードバックするための全国学力調
査やPISA調査の活用，の３点を通して，PISA調査
などで通用する活用力を育成しようとしたことであ
る。児童の学力を育てるために，各教科や生活科，
総合的な学習の時間を通して，児童の活用力や問題
解決能力，思考力や判断力，表現力を高める総合的
な力の育成が求められるといえる。平成10年の学習
指導要領の改定時には，総合的な学習の時間が新設
され，活用する力・問題解決能力などを育成するこ
とが求められたが，その時点ではどのように育てる
のかという教育方法論までは明確にされていなかっ
たように思われるが，その後の教育実践の積み重ね
や児童の学力調査を通じて，生活科や総合的な学習
の時間が活用力の育成に教育方法上役立つものであ
ることが分かってきたといえる。現在の文科省の児
童の基礎学力と活用力の習得による「生きる力」の
育成，義務教育の質保証の強化・学力調査等による
教育改善の方向性は，これからを生きる子どもたち
の教育には欠かせないものだと考えられる。子ども
の生きる力を育てる教育システムは文科省により形
成されつつあるが，これらを元に子どもたちの能力
を伸ばすために，全国の教員や各学校が子どもの実
態や地域の実態に応じてどのように教育方法を工夫
するのかが今後も問われるのである。
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